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洪水時の避難確保計画
	【施設名：
	◯◯◯◯◯◯◯
	】



	令和　
	◯
	年
	◯
	月
	◯
	日 作成


　目　次
１　計画の目的 
２　計画の報告　
３　計画の適用範囲　 
　　施設周辺の避難経路図
４　防災体制　
５　情報収集・伝達　
６　避難誘導　
７　避難の確保を図るための施設の整備　
８　防災教育及び訓練の実施　  

９　自衛水防組織の業務に関する事項
以下は個人情報を含むため適切に管理するものとし門真市への提出は対象外とする
10　施設利用者緊急連絡先一覧表  
11　緊急連絡網   
12　外部機関等への緊急連絡先一覧表   
13　対応別避難誘導方法一覧表   

　
１　計画の目的
この計画は、水防法第15条の３第１項に基づくものであり、洪水時において本施設の利用者が円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。
２　計画の報告
計画を作成及び必要に応じて見直し・修正をしたときは、水防法第15条の３第２項に基づき、遅滞なく当該計画を門真市長へ報告する。

３　計画の適用範囲
この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。
　【施設の状況】
本施設における全ての者の内訳は概ね以下のとおり。
	人　　　　　数

	昼間・夜間
	休日

	利用者
	施設職員
	利用者
	施設職員

	昼間
	昼間
	休日
	休日

	　　◯　◯
	名
	◯　◯
	名
	
	

	夜間
	夜間
	　　◯　◯
	名
	◯　◯
	名

	◯　◯
	名
	◯　◯
	名
	
	
	
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和◯年◯月現在）
【避難場所及び施設周辺の避難経路図】　
【避難場所及び施設周辺の避難経路等】
洪水時の避難場所や避難経路については、淀川の浸水想定区域（平成29年６月公表）における想定浸水域及び、門真市の洪水ハザードマップ（令和２年２月修正） 
を踏まえ設定した。
本施設における想定浸水深は約(  ◯◯ )ｍと想定されていることから、下記の場所を避難場所として設定します。
１ 近隣の洪水時避難所(  ◯◯◯◯◯◯◯小・中・高等学校)とする。
２ 近隣の(   ◯◯◯◯◯◯◯マンション・ビル等)とする。
３ 本施設は(  ◯階建　高さ　◯◯m)であることから、本施設の上層階とする。
　　　４ 系列施設(  ◯◯◯◯◯◯◯)とする。

※「施設周辺の避難経路図」・・・・別紙


４　防災体制
連絡体制及び防災体制は、以下のとおりとする。なお、状況に応じて適宜柔軟に対応するものとする。
【防災体制確立の判断時期及び役割分担】












５　情報収集・伝達
（１）情報収集
収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。
	収集する情報
	収集方法

	【気象情報】 等
（気象警報･注意報、天気予報、台風情報･台風経路図、天気図、アメダス、降雨レーダー、水位情報等）
	・テレビ、ラジオ：

ニュース、データ放送、FMハナコ 等
・携帯電話･スマートフォン･パソコン：

　気象庁のホームページ、Yahoo!防災速報、川の防災情報 等

	【河川情報】 等

（水位情報、河川ライブカメラ映像、洪水予報等）
	・テレビ、ラジオ：

ニュース、データ放送、FMハナコ 等

・携帯電話･スマートフォン･パソコン：

淀川河川事務所のホームページ、Yahoo!防災速報、川の防災情報、携帯やスマホへのプッシュ型通知 等

	【警戒レベル３】
高齢者等避難
【警戒レベル４】
避難指示
	・テレビ、ラジオ：

ニュース、データ放送、FMハナコ 等

・携帯電話･スマートフォン･パソコン：

門真市のホームページ、Yahoo!防災速報、携帯やスマホへのプッシュ型通知 等
・屋外放送：

　門真市の防災行政無線、門真市の広報車、

消防団の広報


（２）情報伝達
①「施設内緊急連絡網」に基づき、また館内放送や掲示板を用いて、体制の確立状況、気象情報、洪水予報等の情報を施設内関係者間で共有する。
６　避難誘導
避難誘導については、次のとおり行う。
（１）避難場所
避難場所は下表のとおりとする。但し、悪天候の中の避難や、夜間の避難は危険も伴うことから、施設における想定浸水深が浅く、建物が堅牢で家屋倒壊のおそれがない場合、屋内安全確保を図るものとする。


（２）避難経路
避難場所までの避難経路については、「別紙　施設周辺の避難経路図」のとおりとする。
（３）避難誘導
避難場所までの移動距離及び移動手段は、下表のとおりとする。
例示１・・・立ち退き避難(水平避難)を選定する場合。
	
	名　称　等
	移動距離
	移動手段

	避難場所
	　「　　◯◯　　小学校　　」
　　　(　３　)階建　　　　　　　　　　　　　　　　　
	(　１．２　)㎞
(　)時間(10)分
	☑　徒歩
口　車両(　　)台

	屋内安全確保
	　「　　　　　　　　　　　」

	
	


※複数の避難場所を選定する場合は両方に記載して下さい。
例示２・・・屋内安全確保（垂直避難）を選定する場合。

	
	名　称　等
	移動距離
	移動手段

	避難場所
	　「　　　　　　　　　　　」
　　　(　　　　)階建　　　　　　　　　　　　　　　　　
	(　　　　　)㎞
(　)時間(　)分
	口　徒歩
口　車両(　　)台

	屋内安全確保
	　「　　本施設上層階　　　」

	
	


（４）施設利用者の人数と避難誘導要員

	
	施設利用者　　　　　　　　　　　　

	対応内容
	避難場所へ移動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者
口単独歩行が可能な方　　　　　　　　　　(　　◯◯　　)名　　　(  ◯◯◯　)　　　　
口介助が必要な方　　　　　　　　　　　　(　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)
口車いすを使用する方　　　　　　　　　　(　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)

口ｽﾄﾚｯﾁｬｰや担架が必要な方　　　　　　　 (　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)

口そのほか「　　　　　　　」            (  　◯◯　　)名　　  (  ◯◯◯　)             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	そのほかの対応　　　　　　　　　　　　　

口ご自宅に帰宅する方　　　　　　　　　　(　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)

口病院に搬送する方　　　　　　　　　　　(　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)

口そのほか「　　　　　　　」　　　　　　(　　◯◯　　)名      (  ◯◯◯　)




７　避難の確保を図るための施設の整備
情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等については、下表「避難確保資器材一覧」に示すとおり。
これらの資器材等については、日頃から維持管理に努めるものとする。なお、非常食等の備蓄品類は想定最大規模の浸水となれば浸水継続期間も数日間に及ぶことから、備蓄品は若干多めに備蓄し、本施設の上層階にて保管する。

避難確保資器材一覧
	備　蓄　品

	情報収集
・伝達
	□テレビ　□ラジオ　□タブレット　□ファックス
□携帯電話(スマホ)  □懐中電灯  □電池  □携帯電話用バッテリー

	避難誘導
	□名簿（職員、施設利用者）　□案内旗　□タブレット　
□携帯電話(スマホ)　□懐中電灯　□携帯用拡声器　□電池　

□電池式照明器具　□携帯電話用バッテリー　□雨具

	施設内の
一時避難
	□水（１人あたり３ℓ程度）　□食料（１人あたり３日分程度）
□寝具　□防寒具　□ゴミ袋

	高齢者
	□おむつ・おしりふき　□常備薬等

	障がい者
	□おむつ・おしりふき　□常備薬等

	乳幼児
	□おむつ・おしりふき　□おやつ　□おんぶひも

	そのほか
	□ウェットティッシュ　□ゴミ袋　□タオル
□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	浸水を防ぐための対策

	□備蓄土嚢
□そのほか（　　　　　　　　　　　　　）



８　防災教育及び訓練の実施
(１) 毎年４月頃に新規採用の職員を対象に、職場内研修を実施する。
(２) 毎年５月頃に全職員を対象として、必要に応じて情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。
(３) その他、年間の教育及び訓練計画を毎年４月に作成する。

(４) 防災教育及び訓練の年間計画予定









　　　



難しい



９ 自衛水防組織の業務に関する事項
　　要配慮者利用施設には、自衛水防組織の設置の努力義務が課せられています(水防法第15条の３第６項)。自衛水防組織とは、各施設の職員等により組織し、あらかじめ定める計画に基づき、統括管理者の指揮のもと各構成員がそれぞれの役割に応じて、施設利用者の避難誘導や施設への浸水防止活動を行うものです。
自衛水防組織を設置する場合は、別添「自衛水防組織活動要領　作成(例)」を参考に作成すること。


「施設周辺の避難経路図」　　　　　　　　　　　
　　洪水時の避難場所は、洪水ハザードマップの想定浸水域及び浸水深から、以下の場所とする。


	




誘導員





誘導員




　　UP
誘導員




誘導員



　　　
　　
 ４F
３F
 ２F
１F



別　紙
「施設周辺の避難経路図」　　　　　　　　　　　
　　洪水時の避難場所は、洪水ハザードマップの想定浸水域及び浸水深から、以下の場所とする。









本記載要領は、国土交通省が作成した避難確保計画作成の手引き等を参考に門真市危機管理課において作成した「洪水時の避難確保計画記載要領」です。


各施設の状況を踏まえて作成して下さい。





例示・・・同一敷地内に法人３施設が一括して避難確保計画を作成する場合。


　　　　　　　　　　　◯◯◯◯◯法人


【施設名：     �
◯◯◯◯△△�
】�
�
◯◯◯◯△△


◯◯◯◯△△　と連名で記載して下さい。


　　　　　　





◯　目次１～８は、門真市長に提出しなければなりません。


◯　目次９については、自衛水防組織を設置した場合に記載します。（自衛水防組織については努力義務となっておりますので、自主水防組織を設置しない場合は記載及び提出の必要はありません。）


◯　目次10～13は個人情報を含むため、施設側で適切に管理して下さい。門真市長に提出する必要はありません。





　水害は昼夜に関わらず発生します。また、休日に発生する場合もあることから平日・休日、さらに昼間・夜間に分けて施設利用者数を事前に把握しておく必要があります。


◯　施設利用者数は、時間帯や曜日によって異なるため、想定される最大の人数を平日と休日、昼間と夜間に分けて記載して下さい。


◯　昼間については、通所部門と入所部門の合計人数を記載して下さい。


◯　夜間については、入所部門の人数を記載して下さい。





　避難場所を選定するにあたり、まず、洪水ハザードマップ等を確認し、施設が浸水想定区域に該当するか否かについて確認を行ってください。


また、施設の浸水深並びに施設周辺及び避難先までの想定される浸水深を把握して下さい。


◯　門真市ホームページ


　　門真市ホームページ「ホーム」から「防災・災害」をクリック⇒「防災マップ・洪水ハザードマップ」をクリック⇒①　門真市洪水ハザードマップ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　拡大版の淀川洪水想定区域


から確認ができます。


◯　国土交通省「ハザードマップポータルサイト」からも確認できます。





　要配慮者利用施設における避難場所の設定は、適切な避難場所を選定して下さい。


　最寄りの指定避難所への立ち退き避難(水平避難)


　近隣のマンション・ビル等への立ち退き避難（水平避難）


施設管理者等とマンション・ビル所有者等と事前に協議し、日頃からの


地域との協力・連携体制を図っておくことが重要です。


　施設の上層階への屋内安全確保(垂直避難)


　浸水想定区域外に位置する系列施設等への立ち退き避難（水平避難）


 避難場所の候補施設については、刻一刻と変化する災害状況に応じた複


数の避難場所を選択しておくことにより、安全且つ迅速な避難誘導が実施できることとなります。





施設の実情に応じて記載して下さい。





体制確立の判断時期





・大雨注意報、洪水注意報の発表


・淀川又は寝屋川の氾濫注意情報発表


・施設管理者等が必要と判断したとき。





体　制





・施設内全体の避難誘導


・関係者へ情報共有





・防災担当者





・避難指示の発令


・淀川又は寝屋川の氾濫危険情報発表


・施設管理者等が必要と判断したとき。





・洪水予報等の情報収集


・避難行動の事前確認と準備。


・施設管理者等への情報共有。





・防災担当者








・大雨警報、洪水警報、高齢者等避難の発表


・淀川又は寝屋川の氾濫警戒情報発表


・施設管理者等が必要と判断したとき。





・洪水予報等の情報収集


・本施設の宿直当番や勤務シフト等により緊急時の連絡先を確認





対応要員





活動内容





・防災担当者





・避難誘導班


・施設管理者


・その他の応援職員





注意体制の確立





・避難誘導班


・施設管理者


・その他の応援職員等





警戒体制の確立





非常体制の確立





例示・・・屋内安全確保（垂直避難）のみを選定する場合。


　避難誘導については、屋内安全確保（垂直避難とする）


（１）避難場所は建物が堅牢で家屋倒壊のおそれが無いことから、当該施設の上層階とする。


　





例示・・・屋内安全確保を選定した場合。


避難経路にあっては◯ヵ所の屋内階段にて上層階に避難する。





◯　該当する項目にチェックし、人数及び担当者を記載して下さい。


　　担当者にあっては複数名の記載及び役職名等を記載して頂いても構いません。


◯　「対応別避難誘導方法一覧表」とリンクをさせて記載をして下さい。








備蓄品の保管場所については、上層階にて保管することが望ましい


が、即座に持ち出しやすい場所等、各施設の実情に応じて保管して下


さい。





これらの資器材については、利用者の特性等を踏まえ、避難の際に必要となる資器材を選別し記載して下さい。





年１回以上の訓練を実施して下さい。





「訓練具体例」


訓練は次のような種類があります、施設の特性を勘案して必要と思われる訓練を実施しして下さい。


◯　情報伝達訓練


◯　家族等への引き渡し訓練


◯　施設職員の非常参集訓練


◯　避難訓練


　避難訓練は、①防災体制の確認、気象情報等の収集と施設内での情報共有、避難の判断、②施設内での避難誘導訓練、③施設外での避難誘導(移動)訓練、④資器材・備蓄品等の確保、移動の訓練等、段階的に実施して下さい。


　なお、これらの訓練は、訓練として実施するだけでなく、日頃から、散歩のコースに避難経路を利用する、施設の外にでる、イベントの際に移動にかかる時間を計測する、福祉車両の使い方を周知するなど、工夫しながら実施して下さい。


「訓練時期」


　訓練時期については、梅雨や台風シーズン前の出水期前に訓練計画を立てて下さい。





実施予定月日�
（�
◯�
月�
◯�
日）�
�






防災体制の確立・


避難確保計画の年度版確認





緊急連絡先の更新の他、役割分担など体制構築を確認し、避難確保計画に反映します。





実施予定月日�
（�
◯�
月�
◯�
日）�
�






職員への防災教育


○避難確保計画等の情報の共有


○必要に応じて、過去の被災経験や災害に対する知恵の伝承など








実施予定月日�
（�
◯�
月�
◯�
日）�
�






施設利用者への防災教育


○水害の危険性や避難場所の確認


○緊急時の対応等に関する説明　など








情報伝達訓練　　　　


○職員の緊急連絡網の確認


○家族等への情報伝達手段（メール・電話等）の確認、情報伝達の確認など














通所施設
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保護者への引き渡し訓練


○家族等の緊急連絡方法の確認


○連絡後、家族等に引き渡すまでかかる時間の計測等、段取りの確認など








実施予定月日�
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◯�
月�
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日）�
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情報伝達訓練　


○職員の緊急連絡網の確認


○連絡後、全職員の参集にかかる時間の確認など


　　











入所施設





実施予定月日�
（�
◯�
月�
◯�
日）�
�






非常参集訓練


○職員の緊急連絡網の確認


○連絡後、職員の参集にかかる時間の計測及び参集人員の把握








実施予定月日�
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◯�
月�
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避難訓練


○防災体制と役割分担の確認


○施設から避難場所までの移動にかかる時間の計測など








実施予定月日�
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避難確保計画の更新


◯避難を円滑かつ迅速に確保するために、避難確保計画に基づく訓練を実施し、必要に応じて計画を見直します。








施設管理者又は所有者及び施設職員等と十分に連携を行い、協議し日程調整を図ってください。


訓練実施予定月日にあっては毎年変更となることから、本変更については


避難確保計画の見直し修正には該当しませんので、門真市長に報告する必要はありません。





自衛水防組織を設置した場合のみに作成して下さい。


自衛水防組織については努力義務となっておりますので、自衛水防組織を設


置しない場合は作成及び提出の必要はありません。














記載要領が分からない及び疑義等のご不明な点が御座いましたら、下記までご問い合わせを下さい。


門真市役所　総務部　危機管理課


(直通)TEL　０６―６９０２―５８１２








避難経路図
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避難経路図








要配慮者利用施設





ハザードマップ及び住宅地図を張り付けて避難経路図を作成して


頂くか、手書きで避難経路図を作成して頂いても結構です。





施設上層階に垂直避難する場合は、施設の平面図を張り付けて頂く


か、手書きにて、避難経路となる階段・通路等を明示して下さい。








